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第１章 事業の趣旨（背景、目的） 

 

１－１．背景 

2013 年 4月 29 日にモスクワで行われた日ロ首脳会談に向けて、日ロ先端医療センター（仮称）

構想（以下、医療センターという）を立案し、首脳会談で提案することができたため、今年度よ

り具体的にプロジェクトを実施し、事業化を目指すこととなった。 

 ロシアでもがんは死亡原因の上位に位置しており、医療現場では次のような課題が顕在化して

いる。 

・早期発見が難しく、手遅れになるケースもある（日本での治療可否についての問い合わせに

おいては、手遅れのケースが多い）。 

・患者各々の状況に合わせた的確なアドバイスがなされていない。 

・モスクワを中心とするロシアのヨーロッパ地域では、主にイスラエルやドイツに治療に行く

患者もいるが、それでも患者の納得できる説明や治療のできていないケースが見られる。 

 

１－２．目的 

本事業は、ロシア政府にとっても重要課題と認識されているがんの診断と治療を行う医療セン

ターを開設することを目的としており、主に次の要素から成っている。 

①PET 診断システムの導入（がん診断センターの設立） 

②陽子線治療システムの導入（がん治療センターの設立） 

③陽子線治療による収益に基づき、ホウ素中性子捕捉療法(BNCT)の治験可能性の検討 

これらを主な要素としている理由を以下に示す。なお、今年度は事業全体が成り立つか否かを確

認するための事業性調査（FS）を行う。 

 

①PET 診断システムを中心とする診断センターの設立 

・ロシアには PET 診断システムが少なく、海外での治療を検討する際のデータが不足すること

があったり、海外でがん治療を受けた後のフォローで PET 検診ができなかったりするという

問題がある。 

・PET だけでなく、がんの診断から治療までの標準化が日本のようには行われていない。 

 

②陽子線治療システムを中心とする治療センター設立 

・日本は粒子線治療システムの設置数が世界一多く、治療を希望して海外から来日する患者も

少なくない。特にロシアはがん治療に限らず外国における治療を希望する患者が多く、モス

クワからは地理的な近さからイスラエルやドイツに行くケースが多い。しかし、イスラエル

やドイツでは粒子線治療が行われていないため、遠隔地である日本に治療の問い合わせをし

てくるケースが多々ある。 

・陽子線治療システムは、ロシアでは 4 か所（陽子線 3 か所、重粒子線 1 か所）の建設計画し

かない。ロシア政府としては人口 1,000 万人あたり 1 台の粒子線治療システムの導入を計画

しているため、さらなる導入の余地がある。 

・陽子線治療は小児にも適応可能であり、実際に小児の症例が多いロシアにおいては重粒子線
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よりも需要が高いと考えられる。 

・本事業におけるロシア側のパートナーは、過去に陽子線治療システムを導入したこともあり

（その後中止）、場所と人材が確保できる。 

 

③BNCT 治験可能性の検討 

・ロシアにおける BNCT の研究開発は動物実験の段階まで進んでいる。現在、治験を行ってい

る日本にとっては、将来的にロシアにおける治験数の増加が期待でき、日ロ双方にとってさ

らなる技術的進歩を目指すことが可能となるため、本事業においては共同研究、臨床試験な

ども含めた可能性を検討する。 

・本プロジェクトにおけるロシア側のパートナーは、核医学及び BNCT の研究開発を担う研究

所であり、人材が確保できる。 
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第２章 実施内容 

 

２－１．実施内容 

 第１章１－２に記載の目的を達するため次の段階を経て事業を行う予定。 

第 1 段階：ロシア側パートナーとの信頼関係構築、事業コンセプトの立案、FS（今年度） 

第 2 段階：PET 用サイクロトロンのロシアにおける認証、PET センター及び陽子線センターの設

計、日ロのチーム編成、事業主体の設定、資金計画立案、人材のトレーニング開始（2014 年度） 

第 3 段階：陽子線治療システムのロシアにおける認証、実施設計、着工、資金調達、人材のトレ

ーニング（2015 年） 

第 4 段階：PET センター及び陽子線センター建物の工事完了、人材のトレーニング、PET センタ

ーのオープン（2016 年） 

第 5 段階：人材のトレーニング、陽子線センターのオープン（2017 年） 

 

今年度は、以下の項目につき実施した。 

１）ロシア側パートナーとの協議 

医療センター設立に関して、ロシア側パートナー（国立クルチャトフ研究所、以下、クルチャ

トフ研究所）との協議を行った。本業務ではロシアを訪問する他、2013 年 10 月上旬にクルチャ

トフ研究所等を日本へ招へいし、事業概要についての協議と陽子線治療システム（国立がん研究

センター）等の見学を実施した。 

 

２）ロシア側医療機関との連携に関する検討 

ロシア側関係者へヒアリングを実施することで、ロシアのがん診断・治療の現状を把握すると

ともに、ロシア側医療機関（ロシア医学アカデミー・ブロヒン記念がんロシアがん研究センター、

以下、ブロヒンがんセンター）との連携可能性について調査した。 

 

３）診断・治療システムの薬事承認調査 

クルチャトフ研究所等へのヒアリングを行い、診断システム及び治療システムのロシア国内に

おける薬事承認登録に係る調査及び計画立案を行った。また、ロシアにおける BNCT による治験

の可能性についても調査、検討を行った。 

 

４）医療保険適用可能性調査 

ロシア側パートナー及びロシアの民間保険会社へヒアリングを実施することで、医療保険適用

の可能性について調査した。 

 

５）事業概要案及び事業計画案作成 

事業主体によりどのようなファイナンスが可能か検討した。 

各種調査及び検討結果を踏まえ、医療センターの機能の検討、建設候補地の検討、医療センタ

ーの運営主体の検討（日本からの出資の可能性の検討も含む）、日ロ双方における各関係者及びそ

の仕事範囲の検討を行い、それらの結果をまとめて事業概要を作成した。事業概要を踏まえ、セ

ンター設立に向けた具体的な事業計画（案）をまとめた。 
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* CDNM (Center for Development of Nuclear Medicine) 

 

ロシア 

６）モスクワ市におけるセミナーの実施（官民ミッション） 

本事業を推進するため、ロシア側及び日本側の関係機関の巻き込みと連携強化等を目的として、

両国の関係機関を対象としたセミナーをモスクワ市内で開催した。セミナーでは、本事業の説明

や本事業に対する意見交換等を実施し、国に認められたプロジェクトとしての位置づけを確認す

るとともに関係者間の連携を深めることができた。 

 

２－２．実施体制 

図表・1 実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

上記の実施体制構築のポイントは次のとおりである。 

MEJ が取りまとめる日本側コンソーシアムに、医療機関、医療機器メーカー、金融機関も含ま

れており、各々が専門を活かした役割を担うことができる。 

・医療機関：医療サービスの内容、医療従事者の育成・トレーニングについて提案・アドバイス

ができる。 

・医療機器メーカー：必要となる診断システム及び治療システムの構成について提案ができる。 

・金融機関：事業性のあるプロジェクトとするためのアドバイスができる。 

技術：住友重機械工業株

式会社 (以下、SHI) 

MEJ 

コーディネーター：ピー・ジェ

イ・エル株式会社 （以下、

PJL） 

事業・収支計画：株式会社

日本総合研究所（以下、

JRI）及び三井住友銀行（以

下、SMBC） 

ロシア側パートナー： 

クルチャトフ研究所、

CDNM * 

ロシア側医療機関： 

ブロヒンがんセンター 

医療機関：国立がん研究セ

ンター東病院 
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第３章 結果及び成果 

 

３－１．ロシア側パートナーとの協議 

ロシア側パートナーは、クルチャトフ研究所及びその子会社の CDNM である。 

 

１）クルチャトフ研究所概要（参考資料－１参照） 

クルチャトフ研究所は、首相の命により国の核医学政策の策定を行っており、ロシアにおける

核技術、放射線技術の中心的研究所である。同研究所は医療機関でないため、医療機関や教育機

関との連携が必要になると考えられるが、本件を遂行するにあたり、同研究所はロシア側コンソ

ーシアム内のリーダーとなり得る。過去に他のプロジェクトにおける実績があるためである。 

ロシアでは陽子線治療センター及び重粒子線治療センターの建設案件がいくつかあるが、高度

医療にあたるため、民間プロジェクトであっても全ての案件を国として把握して国の計画に盛り

込んでいる。そのため、国としての全体像をつくる立場にあるクルチャトフ研究所がパートナー

であれば、本件が優先順位の高いところに位置づけられる可能性が高くなる。 

 

２）CDNM概要（参考資料－２参照） 

 CDNM は、クルチャトフ研究所が国立機関であって直接的な民間取引ができないため、それに

代わって事業をするために 2012 年 11 月設立された株式会社である。2013 年末現在の従業員数約

40 名。 

 

３）クルチャトフ研究所及び CDNM との協議 

 ①2013 年 10 月 7 日 日本での協議 

 目的：実際に稼働している SHI の陽子線治療システムを見たことがないロシア側パートナーに、

実際に見学してもらった。日本側が MEJ を中心とするチームとしてまとまっていることをロシア

側に示した。 

 

  ロシア側出席者：クルチャトフ研究所副所長 Popov M.V.、CDNM 社長 Khasin A.A. 

日本側出席者：MEJ、SHI、SMBC、PJL 

A. 国立がん研究センター東病院の陽子線治療システムの見学  

a. 陽子線治療室及びガントリーの見学 

b. SHI による陽子線治療システムの説明 

c. 質疑応答 

B. SHI にて協議 

a. 事業概要についてのクルチャトフ研究所の考え方 

・ベースとなる枠組みをつくる：①日ロの政府間合意に医療分野を入れる（2013 年 4 月の
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総理訪ロ時に完了とみなすことができる）→ ②クルチャトフ研究所対 MEJ 等*1の合意 → 

③個別案件の合意 

*
1ロシア側は国立の研究所である以上、日本側も同様に国立の研究所であるべきではな

いか。または、日本側が MEJ であれば、ロシア側も民間組織であるべきではないか。   

まずは陽子線センターをつくることから検討したい。方法はいくつか考えられる。 

・クルチャトフ研究所の敷地内につくる：既存の土地や建物が利用できるほか、すでにク

ルチャトフ研究所の持つインフラが使えるため、経費として水道光熱費が余分にかからな

くてすむ。治療費については保険会社やクォータ制*2を利用することができる。医療従事

者（病院）としては、クルチャトフ研究所と提携関係にあるブロヒンがんセンターを紹介

する。 

*2毎年割り当て制で一定人数の患者の治療を国が補助する制度（第４章４－２ ２）参照） 

・民間の医療機関内につくる：建設地探し、インフラ整備、光熱費負担など、民間の医療

機関における条件によっては、陽子線治療に適した建物を建てる前に整備しなければなら

ないことが発生する可能性がある。 

・さら地につくる：全てを一から始めなければならず、あらゆるコストがかかる。 

b. ロシアにおける医療機械のサーティフィケーション（認証） 

認証を与える機関は、Goszdravnadzor（ゴスズドラフナゾール：「国家健康検査局」）で

ある。 

認証取得手続きは、CDNM の子会社でロシアにおける製品の登録・認証作業、販売を行

う Nuclear Technologies of Medicine (以下、NTM。参考資料－３参照）が支援できる。手

続きについての詳細もこの会社にて確認できる。 

  c. 今後のスケジュールの確認 

2013 年 10 月末～11 月初め：モスクワにて、クルチャトフ研究所との協議、敷地内候補地

の見学を行う。ブロヒンがんセンターとの顔合わせを行う。 

 2013 年末までに覚書を締結する。 

   MEJ 主催の海外セミナー（モスクワ）を行う。 

 

図表・2 日本での協議の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②2013 年 11 月 14 日 モスクワにおける協議 

ロシア側出席者：クルチャトフ研究所副所長 Popov M.V.、CDNM 社長 Khasin A.A.、NTM 社

長 Grachev S.A. 
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日本側出席者：MEJ、SHI、SMBC、PJL 

  A. クルチャトフ研究所概要説明、プレゼンテーション 

  B. CDNM 概要説明 

  C. NTM 概要説明 

  D. CDNM による提案（参考資料－４参照） 

  本件を遂行するにあたり、今後主に次の点について日ロ間で協議を行う。 

・事業のコンセプトについて 

・各社の仕事範囲について 

・事業主体について 

・資金調達について：ロシアの民間資金を利用することも検討可能。（クルチャトフ研究所及

び CDNM としては、ロシアの国の予算付けができるかどうか検討することとなった。） 

  E. クルチャトフ研究所敷地内設備見学 

 

図表・3 モスクワでの協議の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 ③2013 年 12 月 25 日 モスクワにて MOU 締結（参考資料－５参照） 

 主に次の内容にて覚書を締結した。 

・医療センターについて SHI の技術を利用して協力する。 

・特定企業の技術に限らず、ロシアにおける核医学の分野において協力する。 

 

図表・4 MOU 締結の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 8 

３－２．ロシア側医療機関との連携に関する検討 

ブロヒンがんセンターと協議を行った。 

 

１）ブロヒンがんセンター概要 

 ブロヒンがんセンターは、1,200 床を持つロシア最大のがん専門病院である。診断・治療を行う

病院のほか、臨床研究所、小児がん・血液学研究所、発がん研究所、実験的診断・治療研究所を

持っている。 

 設立：1951 年 

 センター長：ダビドフ M.I.（ロシア医学アカデミー総長） 

 本プロジェクトにおいては、後述のロシア側パートナーと提携関係にある。 

 

２）ブロヒンがんセンターとの協議 

 ①2013 年 11 月 28 日 ブロヒンがんセンターにて 

 ブロヒンがんセンター側出席者：副院長 Lichinitser M.R.、放射線診断部長 Dolgushin B.I.、放

射線治療部長 Tkachev S.I.、研究員 Stepanova E. 

 日本側出席者：MEJ 

 A. 見学：放射線診断部門、放射線治療部門、人材教育部門 

B. ブロヒンがんセンター側からの意見及び希望：陽子線治療システムは、可能ならば、ブロヒ

ンがんセンター敷地内にあるとよいと思う。MEJ との間で具体的な提携関係を構築したい。例え

ば、放射線治療部門における交流（セミナーや学会に互いに参加することから始めて、将来的に

人材育成も可能にする）、薬学の研究における協力などを検討してほしい。 

図表・5 ブロヒンがんセンター 

 

 ②2014 年 2 月 3 日 ブロヒンがんセンターにて 

 ブロヒンがんセンター側出席者：副院長 Lichinitser M.R.、放射線診断部長 Dolgushin B.I.、放

射線治療部長 Tkachev S.I.、研究員 Stepanova E. 

 A. コンソーシアムメンバー及び MEJ 理事による放射線治療部門、人材教育部門、内視鏡部の

見学 

 B. 前回の協議に引き続き、具体的な協力関係を築くことを検討する。次回協議までに MEJ と

して可能なことを提案する。 

 

３）課題 

 本件に関してクルチャトフ研究所との連携のあり方についてまだ具体的な協議ができていない

ため、引き続き協議を行う。 
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３－３．診断・治療システムのロシアにおける薬事承認 

 

１）ロシアにおける医療機器登録の仕組み 

ロシア保健省により 2013 年 1 月 1 日付で Federal Law No. 323-FL on “Basics of Health 

Protection of Russian Citizens”（「ロシア国民の健康保護の基礎」）が制定され、同時に”Approval 

of Rules for State Registration”（「国家機器登録の承認規定」）が発効され医療機器登録について

新たな手続きが制定されることとなった。以下に概要を示す。 

医療機器の登録は次の分類に応じて技術的テスト、毒性検査、臨床試験の結果により行われる。 

Class 1：リスクが軽微な医療用途に用いられる機器（医療用スケール、顕微鏡、音反応テスタ

ーなど） 

Class 2a:リスクが中程度な医療用途に用いられる機器（実験用機器、聴力測定器、肺活量測定

器など） 

Class 2b：リスクが高まった医療用途に用いられる機器（除細動器、心臓用検査機器など） 

Class 3：リスクが高度な医療用途に用いられる機器（内部人工器官、インプラント、砕石器な

ど） 

 

Class 1 及び 2a に分類される機器はロシア内で登録されている類似の機器と同等性を証明する

書類の審査で機器登録が可能であるのに対して Class 2b 及び 3 に分類される機器については技術

的テスト、安全性評価、医療的テストにより品質、効果、安全が証明されたものについて登録が

なされる。 

因みに PET 用薬剤製造システム及び粒子線治療システムは Class 3 に該当し、ロシア政府から

認可を受けたテスト機関によるテスト実施が義務付けられている。 

 

２）医療機器登録の必要要件 

① 輸入許可証の取得：Roszdravnadzor から輸入許可証を取得する際には製造メーカーが認めた

ロシア国内で事業登録した代表者が必要 

② サンプル出荷：クラス１或いは 2a に分類される機器については、サンプル出荷の代わりにテ

スト機関がロシア国内の同等品製造サイト訪問して検査することも可 

③ サンプルの通関：輸入に際して技術テスト、毒性検査、臨床テストを行うテスト機関との契

約書が必要 

④ サンプルのラボテスト：Electromagnetic Compatibility (EMC)試験、毒性検査、技術的テスト 

⑤ 登録書類の提出 

⑥ 専門協議  第一ステージ：専門家協議、臨床試験の可否判定 

第二ステージ：臨床試験の実施及び専門家協議 
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PET 用薬剤製造システム及び粒子線治療システムについては、サンプル出荷は不可能であり、製

造国での臨床試験を実施する必要がある。 

 

医療機器登録に必要な書類 

①製造メーカーの登記書類 

②医療機器登録を行う企業に対する委任状（Power of Attorney） 

③ISO 証書（ISO9001 或いは ISO13985） 

④原産国医療機器証明書または医療機器証明書（Medical Device Directive 93/42/EEC 

Certificate） 

⑤EC 適合宣言書（Declaration of Conformity） 

⑥イラスト、カタログなど広告物 

⑦仕様書及びオペレーション・マニュアル 

⑧テストレポート（技術テスト、毒性検査、臨床検査について） 

 

３）医療機器登録に掛かるコンサルタントについて 

Roszdravnadzor の医療機器登録を取得するため書類の準備や登録手続き、テストのアレンジなど

のコンサルタント業務を行う企業があり業務委託することができる。 

代表的なコンサルタント企業を以下に示す。 

① INCOR 

http://certage.ru/ 

② Medexpert 

http://www.medexpert.ru/ 

③ CBG(ConsultBusinessGroup) 

http://consultbusinessgroup.ru/ 

④ Advangard-MT Certification Centre for Medical Devices 

http://www.advangard-mt.ru/ 

⑤ RegistrPro Expert Centre 

http://www.registrpro.ru/ 

 

４）来年度以降の取り組み 

医療機器登録に際してロシア国内の事業者が登録を行う必要があるため、SHI としては住友商

事（株）の協力を得て Sumitomo Corporation (Central Eurasia)LLC 名にて登録を進めることとし

ている。 

また、2013 年 12 月に「日ロ先端医療センター（仮称）」計画の事業化を CDNM と進めること

となったので、医療機器登録に関しても CDNM の協力を得ながら進めることとしている。 

 まずは「PET 用放射性薬剤製造システム」について医療機器登録を進め、2014 年中に医療機器

登録完了を目指す。続いて「陽子線治療システム」について医療機器登録を進め、2015 年登録完

了を見込む。 
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３－４．医療センター概要及び資金調達の可能性 

 

 今年度、本事業で行う試算は次の点を主な目的としている。 

・本事業でメインとなる機械・システムとして想定している陽子線治療システムが高額なため、

投資規模と将来的な運営の継続可能性に目安をつける。 

・陽子線治療システムの運用のために最低限必要となる人員と附帯する設備を確認することで、

来年度以降に計画する人材育成に必要な要素を想定する。 

・資金調達の方法はどのようなものが現実的なのかを検討する。 

・収支計画を作成することで、FS 段階におけるロシア側パートナーとの協議をより具体化する。

ロシアにおける医療従事者の人件費等経費の目安をつける、ロシア側から提供できるものは

何かを確認するなど。 

 

１）実施体制と役割 

日本国内の運営中の施設を参考にした事業状況の調査および事業性に関する収支計算について

は、JRI が実施した。また、ロシアの状況や医療環境、今年度の収支計算におけるファイナンス

面からのアドバイスを SMBC が行った。 

 

２）試算の考え方 

本プロジェクトの簡易収支計算において、ロシア・モスクワに整備する施設の前提が必要とな

る。しかし、2013 年 11 月現在、経営主体が決定していないことから、本プロジェクトでは、下

記の通りの前提を置いて試算した。 

 

（１）事業概要 

①事業モデル 

医療センターは、ロシアに立地する医療施設内に設立することを想定する。 

なお、事業モデル図は下記を想定して試算を行った。 
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図表・6 事業モデル図 

 

（２）前提条件 

本事業の試算にあたっては、次に記載する考え方および数値を基準とした。なお、前提条件を

設定する際に参考とした各施設の状況等については、後述の「事業性評価において参考とした医

療機関」にまとめた。 

 

①事業概要 

A. 運営期間 

本事業では、運営期間を 15 年と設定した。日本国内では、一般的に 15 年を経過した建物につ

いては大規模修繕が必要となる。本事業においては、詳細が決定しておらず大規模修繕について

諸元の見込みが困難であることから、運営期間は上記の通り 15 年とした。 

 

B. 施設整備期間 

陽子線治療機器（以下、PBT (Proton Beam Therapy)）の大型機器を整備することから、施設整

備期間は 3 年と設定した。 

また、PBT の稼働状況確認期間として、治療開始 1 年前をテストランの期間として設定した。 

 

②初期費用 

A. 土地取得費用 

モスクワにおける施設の整備運営を想定した。また、医療センターの土地は事業主体の

CDNM へクルチャトフ研究所より敷地の一部を無償提供されるものとし、土地の取得費用は計

上していない。 

 

B. 建物関連費用 

患者の利用は日帰りと想定し、センターに入院施設等の付帯施設はないものとした。 

建物延床面積は 5,000 ㎡とした。 
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本プロジェクトでは、建設工法等が正式に決定していないことから、建設工法および単価は日

本の価格も参考にして算出している。ロシアにおけるヒアリングで、RC 造の㎡単価が 35～45 万

円というコメントが得られている。本施設は放射線取扱施設でかつ粒子線治療機器を整備するこ

とから、通常の建設単価よりも高くなることが想定される。このことから、試算では、ロシアで

得られた㎡単価の最大値 45 万円の近似値として 50 万円を採用し、ルーブル換算した数値を建築

単価として採用した。 

 

③医療機器関連費用および什器備品 

運営対象施設は、陽子線治療機器設備のみの整備とした。また、施設運営に必要な什器備品と

しての経費を計上した。 

陽子線治療装置の整備として国内事例を参考に 50 億円を採用した。 

その他治療機器は、治療用計画用 CT（単価 2 億円）、X 線治療装置（単価 8 億円）、MRI（単

価 2 億円）、PET/CT（単価 4 億円）を各 1 台ずつ導入することを想定し、費用をルーブル換算

した。なお各種医療機器の価格は、国内関連事業者へのヒアリングを参考にして設定している。 

 

④開業関連費用 

開業に必要な準備としての人件費、その他関連費を計上した。費用は施設整備費の 10％と設定

した。 

 

⑤資金調達 

医療センターは、ロシアの独資で実施することを想定する。 

なお資金調達先としてロシアの地場銀行からの融資を想定した。 

借入金利は 10％とし、返済のための据置期間は 4 年、10 年での返済として試算を行った。 

 

⑥使用通貨および為替レート 

通貨はロシアルーブルを採用した。なお、医療機器の価格は 2013年 10月 31 日の為替レート１

円＝0.32584 ロシアルーブル 1（以下 RUB）の近似値の 1 円＝0.5RUB とした。 

 

（３）運営期間収入 

本プロジェクトは、主な収入を治療費として想定した。 

 

①診療収入 

診療収入は、陽子線治療による収入と X 線治療による収入の 2 つのパターンを計上した。 

陽子線治療費は、日本国内で実施されている治療費約 300 万円をルーブル換算した。 

X 線治療費については、日本国内では診療報酬により 3 種類の治療費が設定されている。本試

算では、日本で実施した場合の 10 割負担に近い治療費 100 万円を採用した。 

 

②患者数 

陽子線治療対象患者は陽子線施設規模を勘案した患者受入が可能と設定した。

                                                        
1 2013 年 10 月 31 日の為替レートを採用（http://www.oanda.com/） 

http://www.oanda.com/
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陽子線治療室を 3 室と仮定しており、1 回のがん治療に係る照射回数を平均で 16 回程度と想定し

たことから、年間の最大の治療人数は 900 人となる。受入上限患者数 900 人を基準として、稼働

率を最大 9 割と設定している。なお、開業後 4 年間で稼働率 9 割に達するように仮定した。 

X 線治療対象患者数については、本事業で設置する X 線治療室を基準にして算定した。治療室

は１室とし、稼働時間は１日 10 時間と設定した。患者たりの部屋利用時間は 30 分と想定、患者

当たりの照射回数を 35 回と想定した。受入上限患者数 137 人が基準となるが、X 線治療はすでに

ロシアでも実施されていることから、稼働率は最大 10割と設定した。なお、開業後 2年目で稼働

率 10 割に達するように仮定した。 

 

図表・7 患者数前提条件 

 陽子線治療 X 線治療 

1 回あたりの照射時間 30 分 30 分 

1 日稼動時間 10 時間 10 時間 

1 年あたりの稼働日数 240 日 240 日 

設置部屋数 3 1 

1 年間あたりの照射回数 14,400 回 4,800 回 

最大稼動率 9 割 10 割 

 

なお、陽子線治療適用患者は、全がん患者の放射線治療対象患者の 15～20％と言われている。 

この数値に基づいて X 線患者数を算出すると、患者数が過剰となると判断し、本事業では、設置

部屋数を基準に患者数の推計を行った。 

 

③年間運営日数および稼働時間 

月間運営日数 20 日とし、年間の運営日数を 240 日として試算を行った。 

 

（４）運営期間費用 

①人件費 

本プロジェクトは、がんの放射線治療対象患者のみを受け入れる独立した施設として試算を行

った。このことから、医療スタッフおよび事務スタッフも最低限の人数で運営することを想定し

た。 

各職種の人数および給与は下記の通りとした。 

陽子線治療については、1 室の放射線治療の患者受入、照射等に係る人材として、放射線科医

師での運営とした。本事業では治療室を 3 室と設定していることから、放射線科医師の 2 名を配

置するものとした。また医学物理士 1 名、看護師 2 名、事務職員 1 名を配置すると仮定した。 

X 線治療については、医師 1 名、放射線科技師 2 名、看護師 1 名、事務職員 1 名の配置を仮定

した。なお、施設内では陽子線治療部門、X 線治療部門が協力して運営するものと仮定し、上記

配置人数は柔軟に双方の治療部門を支援する運営体制をとることと仮定した。 

 

各職種の人件費は、ロシアにおけるヒアリングより提供された数値を採用している。月単位の

給与は、医師が 100 万円、医学物理士および放射線技師が 40 万円、看護師および事務職員が 20

万円とした。また陽子線治療に係る人材として放射線技師が必要となるが、本事業では医学物理

士と放射線技師は同様の業務を実施できるものとして整理した。 
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線量測定技術者、技術スタッフである陽子線治療機器の運転と維持管理保守、患者用補助具作

成の工作技術者等は委託が可能である。そのため本プロジェクトでは、患者実施分のみ委託費用

として支払うという実費精算として想定している。そのため必要経費も患者から実費精算すると

いう考えとし、経費計上はしていない。 

 

②医薬品費 

本簡易収支計算では、患者は必要な医薬品は実費精算するものと仮定したことから、計上はし

ていない。 

 

③治療関連消耗品費 

治療関連消耗品としては、患者用ボーラス、コリメーターを想定した。ただし、患者用固定具

については本試算の中では患者自身の実費精算という扱いとしたことから、試算上の項目計上お

よび費用計上は行っていない。 

なお、日本では一般的に 600人程度の患者受入施設で、1億 2,000万円程度のコンペンセンサー

及びコリメーター費用が計上される。 

 

④医療機器維持管理保守費 

医療機器保守費については、国内事例を参考に、積算した。 

PBT の保守費用は、年間 3 億円、PET/CT は 2,000 万円と設定し、ルーブル換算した。 

 

⑤光熱水費 

国内の既存事例を参考に、延床面積は 5,000 ㎡程度と想定し、陽子線治療施設における光熱水

費を算定した。なお、モスクワ特有の光熱水費として暖房費を計上している。 

PBT施設は常に 20～26℃に設定した室内での運転が求められることから、電気代が大幅に必要

となるものと想定した。光熱水費は同規模の日本の施設で電気代約 6,000 万円程度かかる。本事

業では、日本と同程度の価格がかかるものと想定し、ルーブル換算した数値を採用した。その他

水道代、ガス代などが想定されるが、主なものとして電気代のみを計上した。 

 

（５）その他試算に必要な項目 

①減価償却費 

施設内の医療機器の減価償却年数は下記の通り設定した。 

 

図表・8 各医療機器の減価償却年数の設定 

陽子線治療装置 10 年 

治療計画用 CT 10 年 

 X 線治療装置 10 年 

PET/CT 10 年 

MRI 10 年 
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②法人税率 

日本貿易振興機構（以下、JETRO）の「国・地域別情報（J-FILE）2 の投資コスト比較を参考に

下記の数値を採用した。 

法人所得税は、国税 20％、地方税 18％、連邦税 2％を基に、法人税合計として 40％を採用し

た。 

 

③インフレ率 

IMF の「World Economic Outlook Databases 」3によるインフレ率のデータより、2010 年以降

下降傾向であることがうかがえる。2013 年以降、5%強での推移がうかがえることから、2014 年

～2018 年にかけての平均値、5.5％を採用した。 

図表・9 インフレ率推移 

年 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

（％） 6.854 8.443 5.068 6.731 5.708 5.355 5.450 5.500 5.500 

 

３）事業性評価 

（１）基準前提条件における試算結果 

基本前提条件のケースにおける試算結果は下記の通りとなった。 

①初期費用 

図表・10 試算結果（初期費用） 

項目 金額 備考 

設備投資額合計 17,984 百万ルーブル  

 設備投資額 11.480 百万ルーブル  

 開業関連費 504 百万ルーブル  

資金調達合計 17,984 百万ルーブル  

 出資金 10,790 百万ルーブル 設備投資合計額の 6 割 

 銀行借入金 7,194 百万ルーブル 設備投資合計額の 4 割 

 

②運営期間収支 

運営期間 15 年の収支は下記の通りとなった。 

図表・11 試算結果（運営期間収支） 

項目 金額 備考 

医業収入 125,409 百万ルーブル  

 診療収入 125,409 百万ルーブル  

医業支出 59,891 百万ルーブル  

 開業関連費 17,984 百万ルーブル 医療機器、什器備品等 

 人件費 3,344 百万ルーブル  

 維持管理費 14,785 百万ルーブル  

 光熱水費 2,957 百万ルーブル  

 その他費用 28,015 百万ルーブル 減価償却、借入金返済、支払利息 

利益 65,518 百万ルーブル  

税引き後損益 37,083 百万ルーブル  

 

                                                        
2日本貿易振興機構（http://www.jetro.go.jp/world/search/） 
3 International Monetary Fund(http://www.imf.org/external/ns/cs.aspx?id=28) 

http://www.jetro.go.jp/world/search/
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③試算結果 

基本前提条件における試算結果は下記の通りとなった。 

図表・12 試算結果（分析結果） 

ＰＩＲＲ 13.2 ％ 

ＥＩＲＲ 11.7 ％ 

ＤＳＣＲ（平均） 2.09  

ＤＳＣＲ（最低） 0.32  

ＮＰＶ 18,934 百万ルーブル 

なお、分析で用いた指標は下記の通りである。 

  PIRR：Project Internal Rate of Return＝プロジェクト内部収益率。事業の採算性を評価す

るための指標。設備投資額と焼却前利払い前当期損益の現在価値合計が等しくなる

ような割引率。 

  EIRR：Equity Internal Rate of Return＝株主内部収益率。資本金と元利金返済後の当期損益

の現在価値の合計が等しくなるような割引率。 

  DSCR：Debt Service Coverage Ratio＝元利金返済カバー率。債務返済能力を示す。 

  NPV：Net Present Value＝正味現在価値。プロジェクトのネットキャッシュフローの割引

現在価値から投下資本の現在価値を差し引いたもの。 

 

（２）．感度分析 

基本前提条件をもとに、下記の通り感度分析を行った。 

①借入金利変動のケース 

借入金利がそれぞれ 11％、12％となった場合の試算結果は下記の通りとなった。 

A. 金利 11％ 

図表・13 金利 11%での試算結果 

ＰＩＲＲ 13.3 ％ 

ＥＩＲＲ 11.5 ％ 

ＤＳＣＲ（平均） 2.00  

ＤＳＣＲ（最低） 0.29  

ＮＰＶ 18,455 百万ルーブル 

B. 金利 12％ 

図表・14 金利 12%での試算結果 

ＰＩＲＲ 13.4 ％ 

ＥＩＲＲ 11.4 ％ 

ＤＳＣＲ（平均） 1.94  

ＤＳＣＲ（最低） 0.27  

ＮＰＶ 17,974 百万ルーブル 

 

②治療費変動のケース 

陽子線治療費およびＸ線治療費がそれぞれ 10％上昇したケース、20％上昇したケースの試算結

果は下記の通りとなった。 

A. 治療費 10％増加ケース 

陽子線治療診療費 6.6 百万ルーブル 

Ｘ線治療  2.2 百万ルーブル 
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図表・15 治療費 10%増加ケースの試算結果 

ＰＩＲＲ 14.6 ％ 

ＥＩＲＲ 13.2 ％ 

ＤＳＣＲ（平均） 2.33  

ＤＳＣＲ（最低） 0.48  

ＮＰＶ 23,255 百万ルーブル 

B. 治療費 20％増加ケース 

陽子線治療診療費 7.2 百万ルーブル 

Ｘ線治療  2.4 百万ルーブル 

図表・16 治療費 20%増加ケースの試算結果 

ＰＩＲＲ 15.9 ％ 

ＥＩＲＲ 14.5 ％ 

ＤＳＣＲ（平均） 2.57  

ＤＳＣＲ（最低） 0.54  

ＮＰＶ 27,514 百万ルーブル 

 

③インフレ率変動のケース 

インフレ率が基本前提条件より 2%増減した各ケースの試算結果は下記の通りとなった。 

A. インフレ率 7.5％ケース 

図表・17 インフレ率 7.5%ケースの試算結果 

ＰＩＲＲ 14.6 ％ 

ＥＩＲＲ 13.2 ％ 

ＤＳＣＲ（平均） 2.33  

ＤＳＣＲ（最低） 0.30  

ＮＰＶ 18,748 百万ルーブル 

B. インフレ率 2.5％ケース 

図表・18 インフレ率 2.5%ケースの試算結果 

ＰＩＲＲ 11.1 ％ 

ＥＩＲＲ 9.4 ％ 

ＤＳＣＲ（平均） 1.89  

ＤＳＣＲ（最低） 0.35  

ＮＰＶ 18,987 百万ルーブル 

 

４）事業性評価と留意点 

本事業の試算にあたっては、具体的なプレーヤーが未確定であることから、想定した数値を採

用した試算をおこなった。また、一部、日本国内の数値を踏襲しルーブル換算したうえで試算を

おこなった。今後の詳細なビジネススキームが決定し、出資比率や機器類納入金額の決定、診療

費の決定などを行ったうえで、さらに詳細な試算をすることが求められる。また同時に、ただ単

に試算結果だけで判断するのではなく、参画可能性のあるプレーヤーに対して施設整備や運営段

階における考え方などの情報共有を行い、整備段階、運営段階におけるリスクや懸念点を洗い出

したうえでスキームを固めて事業を実施することが肝要である。 

陽子線治療は、効果を発揮するがんのステージや部位などがある。現状のロシアでは予防医療

が発達しておらず、一部の病院を見る限り、ステージ３ないし４といった終末期に近い患者を多

く抱える病院もある。また、転移したがん患者の治療をしているところもある。最先端の治療を
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提供し、かつ患者に最大限の効果を享受してもらうためには、治療が最大限に発揮できる患者の

確保が欠かせない。本事業を継続して検討するにあたり、ロシアにおける予防医療の仕組み作り

と普及、陽子線治療など施設整備後の患者確保の方策についても検討する必要がある。 

患者の確保は、施設の収支に大きく影響を与えることにも留意する必要がある。陽子線治療価

格については未確定ではあるが、日本のケースを勘案すると、高額医療となる可能性がある。高

い治療費の支払いに対しては患者の満足できる治療結果が得られない場合、集患に大きな影響を

与えることが想定されることにも留意が必要である。 

また、人材育成の観点も重要である。陽子線治療が普及していないロシアでは、陽子線治療を

実施できる医療者がまだ十分でないことが想定される。医療スタッフの確保は、施設の効果的な

稼働につながる。稼働率を向上させる体制を整えるためにも、人材育成については、施設開設段

階までに十分に整えておく必要がある。 

ロシアは現在でも治療を無料で提供している医療機関がある。本事業で想定している治療を無

償で提供する場合、事業採算性を十分に考慮したスキーム作りが必要である。施設のオペレーシ

ョンノウハウ、治療手法や機器操作など医療スタッフ、周辺スタッフなどロシアの医療業界が抱

える課題の解決に寄与するなど、大きな枠組みでの事業作りこみも検討したい。 

 

５）事業性評価において参考とした医療機関 

本プロジェクトにおける施設は詳細が決定していないことから、想定している施設に則した簡

易収支計算が難しい。そこで、国内にある施設、既存の検討報告書などを参考に、数値を採用し

た。 

（１）施設概要 

国内の陽子線治療施設の建物面積、延床面積、治療室数を調査したところ、下記の通りの情報

が得られた。 

長野県松本市に立地の相澤病院の建物面積は非常にコンパクトであるが、これは、住宅密集地

に医療施設が立地しており新たな施設設立のための土地を確保することが困難であったことから、

地下および地上 2 階建てという新たなイノベーションを投入したコンパクト型施設での施設整備

となっている。 

ロシアでの実施の場合は、土地面積に関する制約は特にないものと設定し、国内既存事例を参

考に、5,000 ㎡を延床面積として設定するものとする。また、治療室は 3 室と仮定する。 

図表・19 国内陽子線施設の建物面積、延床面積、治療室数 

施設名 建物面積（㎡） 延床面積（㎡） 治療室数 

南東北陽子線治療センター 2,370 6,500 3 

陽子線医学利用研究センター 2,142 5,278 2 

国立がんセンター東病院 ― 4,756 ― 

静岡がんセンター 2,687 4,792 3 

福井県立病院 2,646 5,900 3 

相澤病院 1,341 ― ― 

名古屋陽子線治療センター 3,150 5,623 ― 

財団法人メディポリス医学研究財団 

がん粒子線治療研究センター 
― 4,400 ― 

出所）各機関ウェブサイト、公表資料 
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（２）医療機器 

国内の陽子線治療施設の陽子線治療機器調達コスト及び年間の治療装置維持管理費を確認した。

だたし、兵庫県の施設は重粒子線との併設施設となっている。 

 

図表・20 医療機器の調達価格 

施設名 
治療装置整備費 

（億円） 

年間治療装置 

維持管理費（億円） 

陽子線医学利用研究センター 37 ― 

国立がんセンター東病院 ― ― 

兵庫県粒子線治療センター 288.3 ― 

財団法人メディポリス医学研究財団 

がん粒子線治療研究センター 
108 ― 

【大阪府】最先端がん医療施設整備検討委

員会報告書（2013） 
30 4 

出所）各機関ウェブサイト、公表資料 

 

（３）患者数 

①患者数算定の考え方 

本事業の前提については、日本国内で稼働している施設と比較しても問題はないものと考えら

れる。 

国内の既存施設の状況は下記の通りとなる。治療時間は陽子線、重粒子線ともに 20～30 分程

度である。なお、下記表では、重粒子線施設の患者数も参考として記載している。 

 

図表・21 国内既存施設の状況 

施設名 放射線種別 年間治療可能人数 需要見込み（年間） 

重粒子医科学センター 炭素イオン線 700 ― 

陽子線医学利用研究センター 陽子線 350 300～400 

群馬大学 重粒子線 600 300 

神奈川県立がんセンター 重粒子線 880 ― 

静岡がんセンター 陽子線 ― 400 

福井県立病院 陽子線 400 400 

名古屋陽子線治療センター 

クオリティオブライフ城北 
陽子線 800 800 

兵庫県粒子線治療センター 
陽子線、 

重粒子線 
663 ― 

九州国際重粒子線がん治療センター 重粒子線 800 ― 

出所）各機関ウェブサイト、公表資料 
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第４章 ロシアにおける医療事情 

 

４－１．ロシアにおける主な疾患の罹患率 

以下にロシアにおける主な疾患の罹患率を示す。これによると、ロシアでもがん対策のニー

ズが見込めると判断できる。 

・感染症や血液疾患、神経系疾患等の罹患率が少しずつ下がっている一方で、がん（新生物）

は逆に罹患率が上がっている。 

・がん（新生物）は、人口千人当たりの罹患率が 2011 年から 2012 年の間に急に高くなってい

る。 

 

図表・22 ロシアにおける主な疾患の罹患率（患者数） 

年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

合計患者数

Все болезни　全疾患 106328 104322 106742 107385 106287 105886 108842 109571 109590 113877 111428 113922 113688

         из них:　内訳

некоторые инфекционные и паразитарн

ые болезни　感染症 6448 6350 5939 5414 5505 5312 5327 5332 5187 4916 4690 4626 4592

новообразования　新生物 1226 1239 1295 1287 1375 1357 1418 1437 1437 1525 1540 1586 1656

болезни крови, кроветворных органов и

отдельные нарушения, вовлекающие им

мунный механизм　血液疾患 551 563 731 626 648 647 765 776 758 724 705 676 675

болезни эндокринной системы, расстро

йства питания и нарушения обмена вещ

еств　内分泌疾患 1234 1297 1546 1373 1407 1361 1672 1638 1629 1481 1461 1475 1519

болезни нервной системы　神経系疾患 2227 2179 2246 2174 2228 2178 2318 2361 2419 2374 2345 2354 2330

болезни глаза и его придаточного аппар

ата　眼科系疾患 4638 4701 4836 4722 4871 4778 5107 4976 4858 4778 4715 4758 5043

болезни уха и сосцевидного отростка　耳

鼻科系疾患 3191 3234 3305 3231 3415 3425 3502 3563 3526 3733 3867 3975 4032

болезни системы кровообращения　循環

器疾患 2483 2605 2805 2954 3146 3278 3787 3719 3781 3761 3734 3804 3814

болезни органов дыхания　呼吸器疾患 46170 43012 43005 44560 41946 41915 42338 42958 43221 48148 46281 48437 47381

болезни органов пищеварения　消化器疾

患 4698 4841 5149 5063 5079 5034 5024 4904 4910 4902 4778 4767 4982

болезни кожи и подкожной клетчатки

皮膚・皮膚科組織疾患 6407 6561 6763 6763 6993 7073 7239 7161 7056 6991 6886 6795 6876

болезни костно-мышечной системы и со

единительной ткани　骨・筋肉疾患 4452 4583 5059 4818 4875 4746 5040 5022 5013 4952 4789 4809 4761

болезни мочеполовой системы　泌尿器

疾患 5470 5627 5880 6035 6523 6560 6967 6940 6916 6835 6842 7050 7101

осложнения беременности, родов и пос

леродового периода　出産等の合併症 2085 2181 2386 2512 2468 2471 2519 2651 2736 2881 2889 2816 2832

врожденные аномалии (пороки развити

я), деформации и хромосомные наруше

ния　先天性疾患 214 211 241 236 236 243 257 273 295 296 295 303 299

травмы, отравления и некоторые другие

последствия воздействия внешних причи

н　外的要因による疾患 12544 12716 12866 12903 12846 12808 12759 13072 13021 12855 13096 13261 13426

Всего, тыс. Человек　合計（千人）

 

出所）ロシア連邦統計局「主な疾患の罹患率」 
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図表・23 ロシアにおける主な疾患の罹患率（人口千人当たり） 
年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

人口千人当たり

Все болезни　全疾患 730,5 719,7 740,1 748.1 743.6 743.7 760.9 767.3 767.7 797.5 780 796.9 793.9

         из них:　内訳

некоторые инфекционные и паразитарн

ые болезни　感染症 44,3 43,8 41,2 37.7 38.5 37.3 37.2 37.3 36.3 34.4 32.8 32.4 32.1

новообразования　新生物 8,4 8,5 9,0 9.0 9.6 9.5 9.9 10.1 10.1 10.7 10.8 11.1 16.6

болезни крови, кроветворных органов и

отдельные нарушения, вовлекающие им

мунный механизм　血液疾患 3,8 3,9 5,1 4.4 4.5 4.5 5.3 5.4 5.3 5.1 4.9 4.7 4.7

болезни эндокринной системы, расстро

йства питания и нарушения обмена вещ

еств　内分泌疾患 8,5 8,9 10,7 9.6 9.8 9.6 11.7 11.5 11.4 10.4 10.2 10.3 10.6

болезни нервной системы　神経系疾患 15,3 15,0 15,6 15.1 15.6 15.3 16.2 16.5 16.9 16.6 16.4 16.5 16.3

болезни глаза и его придаточного аппар

ата　眼科系疾患 31,9 32,4 33,5 33.0 34.2 33.6 35.7 34.8 34.0 33.5 33.0 33.3 35.2

болезни уха и сосцевидного отростка　耳

鼻科系疾患 21,9 22,3 22,9 22.6 24.0 24.1 24.5 24.9 24.7 26.1 27.1 27.8 28.2

болезни системы кровообращения　循環

器疾患 17,1 18,0 19,5 20.6 22.0 23.0 26.5 26.0 26.5 26.3 26.1 26.6 26.6

болезни органов дыхания　呼吸器疾患 317,2 296,8 298,2 310.4 293.4 294.4 296.0 300.8 302.8 337.2 324.0 338.8 330.9

болезни органов пищеварения　消化器疾

患 32,3 33,4 35,7 35.3 35.5 35.4 35.1 34.3 34.4 34.3 33.4 33.3 34.8

болезни кожи и подкожной клетчатки

皮膚・皮膚科組織疾患 44,0 45,3 46,9 47.1 48.9 49.7 50.6 50.1 49.4 49.0 48.2 47.5 48.0

болезни костно-мышечной системы и со

единительной ткани　骨・筋肉疾患 30,6 31,6 35,1 33.6 34.1 33.3 35.2 35.2 35.1 34.7 33.5 33.6 33.2

болезни мочеполовой системы　泌尿器

疾患 37,6 38,8 40,8 42.0 45.6 46.1 48.7 48.6 48.4 47.9 47.9 49.3 49.6

осложнения беременности, родов и пос

леродового периода　出産等の合併症 52,9 55,1 60,2 62.8 62.5 63.0 64.2 68.2 71.2 76.0 77.2 76.4 78.0

врожденные аномалии (пороки развити

я), деформации и хромосомные наруше

ния　先天性疾患 1,5 1,5 1,7 1.6 1.7 1.7 1.8 1.9 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1

травмы, отравления и некоторые другие

последствия воздействия внешних причи

н　外的要因による疾患 86,2 87,7 89,2 89.9 89.9 90.0 89.2 91.5 91.2 90.0 91.7 92.8 93.8

На 1000 человек населения 人口千人あたり

 
出所）ロシア連邦統計局「主な疾患の罹患率」 

 

 

４－２．ロシア政府の取り組み（がん対策） 

１）「近代化プログラム」等の施策 

①ロシア政府はヘルスケア分野における「近代化プログラム」として、2010 年から 2013 年ま

での 3 年間に 4 億 5,000 万ルーブル（約 1,500 万 US ドル）の予算を組んだ。「近代化プログラム」

は、ロシア各地の住民に対する医療サービスを向上させ、それをいつでも受けられるようにする

ことを目的としているため、各自治体によって実施されることとなっており、予算は主に医療機

械購入に充てられてきた。「近代化プログラム」自体は、2013 年 12 月にプーチン大統領が「今後

10 年間にわたり継続の必要がある」として、継続が決まったがまだ今後 10 年にわたる予算付け

は具体的には行われていない（通信社”RIA HOVOSCHI”2013 年 12 月 5 日付報道による）。 

 

②がんに関する「近代化」については、次の論文において重要分野として位置づけられている。 

Cancer service modernization is the most important area in the systemic improvement of 

cancer care to the population of Russia (CHISSOV V.I., M.D.,ロシア医学アカデミー会員、2013年

までゲルツェン記念モスクワがん研究所所長) 

（概要）患者が優れた医療サービスを受けられる権利を最大限保障すること。そのために適切に

予算が付けられ、法律が整備されることで、第一次予防医療、積極的ながんの発見、患者のQOL

の向上が可能となる。また、国民の間で、社会の中で、健康についての理解が深まり、重要な医

療機関における人的資源、医療機械等技術が活かされるようになる。 
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出所）論文Cancer service modernization is the most important area in the systemic improvement of cancer care 

to the population of Russia 

http://www.mediasphera.ru/uppic/Therapeutic%20Archive/2012/10/1/TA_2012_10_004.pdf 

 

③「近代化プログラム」のほかロシア政府は、2004年12月1日に「社会的に重要な疾患」を定め

ており、がんもそれに含まれている。 

 ロシアにおける「社会的に重要な疾患」：結核、性感染症、B型肝炎、C型肝炎、HIV感染症、

悪性新生物、糖尿病、精神障害、高血圧疾患 

出所）ロシア連邦政令2004年12月1日付第715号 

 

 ④ロシア大統領の2013年12月12日の年次教書演説において、ヘルスケアについては次のように

言及されている。（参考資料－６参照） 

（概要） 

 ・この数年でヘルスケア分野には大きな成果があった。平均寿命が延び、循環器疾患その

他による死亡率も低下した。しかしまだ目指すところには遠く及ばない。 

 ・保険制度の改革が必要である。 

 ・予防医学を強化する必要がある。2015 年より子ども及び未成年者は 1 年に 1 度の無料健

診を義務付け、成人は 3 年に 1 度の同様の健診を行うようにする。 

 ・健診により疾患が発見される確率が高くなれば高度医療も必要となる。大都市を中心に

国立の新しい医療機関を設立しネットワークを築いてきたが、高度な医療サービスも必要

である。それには地元住民だけでなく、地方の住民もアクセスできる必要がある。我々は

その資金を用意しなければならない。 

 ・これからの 3 年間で現在の 1.5 倍のハイテク手術ができるようにならなければならない。

先進国はすでに遺伝子治療やゲノム解読による治療を検討できるレベルになっているため、

これは医療における革命になるかもしれない。保健省及び医学アカデミーは、基礎研究及

び応用研究にプライオリティを置いてほしい。 

 ・医療システムにおける専門家による学会の役割を強化すべきである。 

 

２）診療費の「クォータ制」 

 ロシア連邦法「ロシア連邦国民の健康保全の基本について」に基づき、高度医療サービスを提

供することを目的に、保健省により認定された患者が毎年特定の医療機関を国の予算により受診

している（クォータ制：保健省命令 2010 年 12 月 31 日付第 1248 号による。その後、保健省命令

2011 年 12 月 28 日付第 1689 号により手続きの一部が修正されている）。 

 クォータ制の対象となる治療法及びそれを実施する医療機関は毎年保健省によって定められる。 

現在のところ、22 診療科の 137 の施術が対象となっており、放射線治療も含まれている。本件

で検討する陽子線治療もクォータ制の対象になるであろうとロシア側パートナーは見ている。 

 

４－３．医療保険適用の可能性 

 民間の医療機関における医療サービスに国民皆保険を適用することは可能である。そのために

は、9 月 1 日までに翌年から皆保険に入ることを申請しなければならない。皆保険については、

ロシア連邦法「ロシア連邦国民の健康保全の基本について」に定められている。本件について適
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用すべきか、適用が可能か否かはロシア側パートナーと共に今後具体的に協議と調査を行うこと

が必要である。 

 設備への投資規模も大きく、日本でも治療費が決して安くはない陽子線治療を国民皆保険を適

用して無料化するのは考えづらい。民間プロジェクトとしての採算性を考えると、適正な治療費

が全額国民皆保険でカバーされるかどうかをよく調査する必要もある。 

 一方で、患者負担を考えると何らかの措置があるほうがよいので、民間保険会社の任意の医療

保険の適用についても調べる必要がある。 
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第５章 官民ミッション 

 主に次のことを目的に官民ミッション（MEJ セミナー）を行った。 

 ・官民一体で本事業が推進されていくことをロシア側に強調すること 

・本事業におけるロシア側パートナーとの協力関係強化 

 ・本事業に関連する日本の医療サービス及び技術の広報 

 ・日本の医療及び MEJ に関するプロモーション 

 ・参加企業による地元企業・団体との交流、ビジネスへのきっかけづくり 

 

１）趣旨 

本プロジェクトの一環として、MEJ が主催するセミナーを多目的ホールにて開催した。テーマ

は「がんの先端診断・治療技術」である。 

 

２）招待状 

日本語とロシア語にて招待状を用意し、主にモスクワの医療関係者に発送した。 

 

図表・24 セミナー招待状（左：日本語、右：ロシア語） 
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３）入場者数 

来場者１５７名（うち、ロシア側招待客１０７名，日本人招待客１２名，主催者側３８名） 

 

４）プログラム 

日時：2014 年 2 月 4 日（火）13 時～19 時 

場所：在モスクワ日本大使館 

 

13:00～13:10 オープニングスピーチ 内閣官房 健康・医療戦略室 藤本康二 参事官 

13:10～13:20 第 1 部オープニングスピーチ  在ロシア日本大使館 道井緑一郎 公使 

13:20～13:30 MEJ 紹介 MEJ 副理事長 小松研一 

13:30～14:00 日本側医療従事者プレゼン１ 

国立がん研究センター東病院臨床開発センター 粒子線医学開発分野長 秋元

哲夫 先生 

14:00～14:30 日本側医療従事者プレゼン２ 

慶応義塾大学 医学部腫瘍センター低侵襲療法研究開発部門 特任助教  後

藤修 先生 

14:30～15:00 日本側医療従事者プレゼン３ 

日本人間ドック学会理事 小山和作 先生  

15:00〜15:10  コーヒーブレイク 

15:10〜15:40  ロシア側プレゼン 

CDNM, Deputy General Director, Mr. Musienko Vladimir Igorevich 

15:40～16:00 質疑応答 

16:00～16:10  コーヒーブレイク 

16:10～16:20 第 2 部オープニングスピーチ 経済産業省 商務情報政策局 ヘルスケア産業課 保

坂明 課長補佐 

16:20～16:35 日本側企業プレゼン１ 

SHI (Sumitomo Heavy Industries, Ltd.) 

16:35～16:50 日本側企業プレゼン２ 

東芝メディカル（Toshiba Medical Systems Corporation） 

16:50～17:05 日本側企業プレゼン３ 

島津製作所（Shimadzu Corporation） 

17:05～17:20 日本側企業プレゼン４ 

日立メディコ（Hitachi Medical Corporation） 

17:20～17:35 日本側企業プレゼン５ 

アライドテレシス（Allied Telesis K.K.） 

17:35～17:50 日本側企業プレゼン６ 

       富士フイルムロシア（ZAO FUJIFILM-RU） 

17:50～18:00 クロージングスピーチ 

MEJ 理事  江藤 一洋 

18:00～18:50 交流会（立食形式） 
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５）内容 

 

（１）オープニング：内閣官房 健康・医療戦略室 藤本康二 参事官 

全体のオープニングスピーチとして、日本の医療の国際展開に関する政策全般についてご説明

頂いた。 

 

（２）第１部オープニング：在ロシア日本大使館 道井緑一郎 公使 

図表・25 道井公使のプレゼンの様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本の政府（外務省）として、日本の医療をロシアに導入していくこと、それにより日ロの

協力関係を強化することをお話いただいた。 

 

（３）MEJ 紹介 MEJ 副理事長 小松研一 

MEJ が進めている医療の国際展開について紹介した。 

MEJ の活動内容・経緯（2011 年よりインバウンド事業、2013 年よりアウトバウンド事業）や、

官民一体の組織的な活動プロセスなどを説明した。また、昨年 5 月末にオープンしたウラジオス

トクの画像診断センターや、モスクワでの「日ロ先端医療センター（仮称）」プロジェクトなど、

ロシアにおける活動の紹介を行った。 
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（４）日本側医療従事者プレゼン 

  ①プレゼン１：国立がん研究センター東病院臨床開発センター  粒子線医学開発分野長   

秋元哲夫 先生    

図表・26 秋元先生のプレゼンの様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本の陽子線治療を中心とした粒子線治療の現況と将来展望についてご説明頂いた。粒子線治

療の臨床的な位置づけ・役割などに続き、陽子線治療と重粒子線治療との違い、陽子線治療の利

点などの説明があった。また、国立がん研究センター東病院の陽子線治療を例に、実際の治療に

ついての説明が行われた。 

 

②プレゼン２：慶応義塾大学 医学部腫瘍センター低侵襲療法研究開発部門 特任助教   

後藤修 先生 

図表・27 後藤先生のプレゼンの様子 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本での胃癌治療における低侵襲手術の開発として、”内視鏡治療の発展”、”腹腔鏡手術の発

展”、”機能温存手術の開発”の 3 点についてご説明頂いた。 

内視鏡的粘膜下層剥離術(ESD)や、内視鏡と腹腔鏡を用いて胃の局所切除を行う腹腔鏡・内視

鏡合同切除(LECS)、さらに、独自に考案された、胃壁を意図的に穿孔させることなく任意の部位

を局所切除する方法「non-exposed endoscopic wall-inversion surgery(NEWS)」などの説明があ

った。 
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③プレゼン３：日本人間ドック学会理事 小山和作 先生  

図表・28 小山先生のプレゼンの様子 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予防医学の重要性や、がん検診だけでなく生活習慣病についてもあわせて広く健診を行い国民

の健康管理を行おう日本独特の仕組み「人間ドック」に関してご説明頂いた。また、予防医学の

効果として、健康寿命を延ばし医療費の抑制が可能であることの説明があった。長寿国・日本を

支える医療技術や「国民皆保険」などの保健医療体制・制度の説明もあった。 

 

（５）ロシア側プレゼン 

 CDNM  Deputy General Director, Mr. Musienko Vladimir Igorevich 

 

図表・29 Musienko 氏のプレゼンの様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クルチャトフ研究所の紹介をはじめ、CDNM の役割・活動、今後の計画などが紹介された。 
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（６）第 2 部オープニング 

  経済産業省 商務情報政策局 ヘルスケア産業課 保坂明 課長補佐 

図表・30 保坂課長補佐のプレゼンの様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 部のオープニングとして、経済産業省が進めている、日本の医療の国際展開に関する現地

事業性調査事業・実証調査事業の過去の経緯や今年度のプロジェクトの概要説明などがあった。

また、第 2 部で発表が予定されている企業の紹介、本セミナーへの期待などが述べられた。 

 

（７）企業プレゼン 

①SHI 佐々井健蔵 氏 

同社の、PET 診断用放射線薬剤合成システム、陽子線治療システム、BNCT に関する紹介があ

った。 

 

②東芝メディカルシステムズ Mr. Roustam Bakhtiozin 

 同社の画像診断機器（X 線診断装置、CT、MRI、超音波診断装置）に関して、がん診断におけ

る最新技術と特長の紹介があった。 

 

③島津製作所 世古口朋亘 氏 (通訳 Mr. Vladimir Anatolyvich Tkachenko) 

 同社の早期診断、確定診断、放射線治療に関する技術・製品の紹介があった。 

 

④日立メディコ 木村清一 氏 

 日立グループにおける、画像診断装置などによる「診断」、陽子線治療システムによる「治療」、

ヘルスケア分野向けストレージソリューションなどによる「情報・サービス」の 3 つの分野のヘ

ルスケア事業の紹介があった。 

 

⑤アライドテレシス 小田直之 氏 

 最先端の診断・治療装置の活用に必須である「情報ネットワーク」の専門メーカーとして、病

院ネットワークの現状を踏まえた医療施設の情報ネットワークのあるべき姿の説明があった。 

 

⑥富士フイルムロシア Dr. Alexander Abalin 

 同社の診断機器（デジタルマンモ診断装置や内視鏡）のロシアにおける展開の説明があった。 
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図表・31 会場の様子及びプレゼン実施者 

 

会場の様子            経済産業省保坂課長補佐と企業ﾌﾟﾚｾﾞﾝ実施者 

 

（８）展示およびレセプションの様子 

 ホワイエにて、企業プレゼンを実施した６社の紹介コーナーを設置した。各社紹介資料・カ

タログなどが配布された。また、大画面テレビにセミナーの講演内容が映し出された。 

 また、セミナー終了後、立食形式の交流会が実施された。 

 

図表・32 展示およびレセプションの様子 

 

 

７）成果と課題 

成果としては、次のような事項があげられる。日本側医療従事者からのプレゼンでは、陽子線

治療、内視鏡治療など最新の技術だけでなく、人間ドックなどの日本独特の考え方・制度などを

伝えることができ、日本の優れた医療サービス全体についてアピールすることができた。日本側

企業プレゼンでは、まず MEJ 正会員に広くアナウンスし、プレゼン希望の企業を募集した。最終

的にはコンソーシアムメンバである SHI を含め６社が発表することとなり、多くの企業がロシア

での事業に対して興味・関心をもっていることがわかった。プレゼン内容も、医療機器のみなら

ず、ネットワークインフラなど日本の優れた技術を幅広く紹介することができた。また、レセプ

ションを含め、セミナー全体を通じロシア側関連省庁、医療関係者、企業等とのパイプを構築す

ることができた。 
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 一方、課題としては、ロシア側の発表が１つにとどまったこと、質疑応答が十分にできなかっ

たことがあげられる。今後は MEJ が他事業で行ったような「分科会形式」など、双方向の意見交

換ができる場が必要と考える。 
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第６章 来年度以降の取り組み 

 

６－１．今年度事業の成果 

今年度としての成果は次のとおりである。 

 

１）ロシア側パートナーについて 

・PET 診断システム及び陽子線治療システムについて、日本において提供されてきた医療サー

ビスとしての実績に基づく医療技術であるからこそ導入したいとの意志が確認できた。 

・ロシア側として次の想定していることが確認できた。 

－PET 診断システム及び陽子線治療システムを設置する土地及び建物をロシア側が提供する

こと、運営について SPC の設立が可能であること、民間資金（投資家）を集めること。 

 

２）医療サービスの提供に向けて 

・主に MEJ セミナーに参加いただいた日本の医療関係者に、ロシア及び本事業への興味や関心

を持っていただくことができ、今後積極的に協力いただけることとなった。ロシアは一般的

に、アクセスしづらい国というイメージがあり、直接的な対話の機会が少ないためである。 

・ロシア側パートナーとの信頼関係が構築できた。 

・ロシア側医療関係者（ブロヒンがんセンター）より MEJ との協力関係構築に大きな興味を持

っていただいた。 

・官民ミッションを通じてロシア側関係省庁及び将来の事業パートナー候補となる企業や団体

との接点ができた。 

・日本の外務省（日本大使館）の積極的なご協力を得ることができた。 

 

３）技術の提供に向けて 

・SHI の医療機器について、ロシアにおける登録認証のスキーム及びスケジュールの目途をつ

けることができた。 

・収支計画のベースと課題を整理することができた。 

・MEJ 会員企業による技術がさらに必要であることが確認できたため、今後事業を推進してい

くにあたり、コンソーシアムメンバーを増やすことができる。 

 

４）来年度以降の課題 

・運営主体がまだ決定できていない。SPC を設立するとしてもどのような形態とすべきか、ど

こから出資されるか、将来的に本事業に基づく診療分野を拡大する際に（第６章６－２ ２）、

３）参照）本事業に関連して設立される SPC が担うべき責任範囲はどこまでかなどを慎重に

検討する必要がある。 

・本事業に導入される医療技術と並行して提供すべき人材育成計画がまた設定できていない。

単に技術の操作だけでない、日本の医療機関における治療実績に基づく適応の有無の判断、

治療計画の策定、治療後のフォローなどについて、治療にあたる医師どうしのやりとりや、

それに必要なスタッフの育成・教育が継続してできるスキームを検討する。 

・必要な医療サービスを適切に提供しながら採算の取れる経営をしていくための主な医療スタ

ッフの構成をさらに検討する。また、日本側が将来的に提供する医療スタッフの育成・トレ
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ーニングについて、その対価を日本側に対するコンサルティング・フィーとしてどのくらい

の規模で想定できるかを検討していく。 

 

 

６－２．来年度及び来年度以降の事業の推進 

今年度の結果を踏まえ、来年度及び来年度以降については次のとおり事業を推進する。 

 

１）課題の解決 

 来年度以降の課題（第６章６－１ ４）参照）に取り組むとともに、そのプロセスにおいてさら

に明らかになる課題を整理する。 

 

２）医療センターの仕様のさらなる具体化 

 医療センターは本事業では、PET を中心とする放射線診断と、陽子線治療を中心とする放射線

治療に特化したものとなっているが、がん対策としては放射線部門だけで対応しきれるものでは

ないため、将来的にがん診断と治療における標準が実現できるものを目指したいと考えている。 

 来年度は、MOU 締結ができた放射線診断・治療について、先行してサービスを提供できるス

キームとスケジュールを立ててサービスの提供を行ってみる。 

 さらに、ロシアにおいては循環器疾患もがんと同様に大きな問題となっているため、循環器部

門も含む仕様を検討する必要がある。さらに、ロシア政府の方針としても、ウラジオストクにお

ける画像診断センターHOKUTO の実績からも、予防医療にニーズがある。そのため、診断と治

療の前の、予防医療の啓発、特に人間ドックの普及も想定したい。 

来年度中に、がん以外の循環器部門と予防医療部門については、そのコンセプトを具体化しロ

シア側パートナーを選定することを実現したい。 
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参考資料－６．2013 年 12月 12日 ロシア大統領一般教書演説（抜粋）  

出所）ロシア大統領府ホームページ http://eng.kremlin.ru/transcripts/6402 

In recent years, we have been able to achieve a great deal in the healthcare sector. Life expectancy 

has gone up. Mortality from cardiovascular and many other types of diseases has gone down. 

However, we are still far from our target indicators. 

The big question that remains is a realistic approach to the insurance principle in healthcare. 

Today, the function of mandatory health insurance is essentially to “pump money” to the 

recipient through the extra-budgetary fund rather than the budget. The objective is entirely 

different. The objective is for the insurance principle to work as an incentive for people to take 

responsibility for their health, to have financial incentives to live a healthy lifestyle, and for 

insurance companies to be interested in medical institutions providing high-quality services, so 

that a patient finally has the opportunity to select the medical institution that, in his or her 

opinion, works best. 

The mandatory health insurance system should fully financially cover state guarantees for 

providing free medical assistance. This applies equally to the total spending volume and 

directing funding to a specific hospital or clinic. At the same time, the patient should clearly 

understand which healthcare services he or she is entitled to receive free of charge, and the 

doctor should understand the principles upon which his or her work is paid. 

Particular emphasis should be placed on developing a preventive treatment system. Beginning in 

2015, all children and teenagers must have a yearly mandatory free medical check-up, while 

adults should undergo such an examination every three years. 

Clearly, there will be an increase in disease detection during routine medical examinations, and 

the need for high-tech medical care will grow. In recent years, we have created a whole network 

of federal centres, supporting ones that are located in major cities, but also creating a new federal 

network of centres capable of providing medical assistance at the most advanced level. We need 

to maintain and develop their potential. At the same time, services at these centres must be 

accessible not just to the residents of the cities where they are located, but also residents of other 

regions. We must provide the necessary financial resources for that. 

On the whole, over the next three years, we must create the conditions to perform 50% more 

high-tech operations than today. This is an entirely achievable goal. At the same time, we cannot 

fall behind the global trends. Leading nations already stand at the threshold of implementing 

medical technologies built on bio- and genetic engineering, based on the human genome 

sequence. This will truly revolutionise medicine. I believe that the Healthcare Ministry and the 

Russian Academy of Sciences should make fundamental and applied medical research a priority. 

We must greatly increase the professional community’s role in managing the healthcare system. I 

am aware that there are some ideas in this area that deserve support. I am asking the Health 

Ministry to work with leading healthcare worker associations to submit concrete proposals. 

 


